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企業内研究者のキ ャリアに関する研究過程からの実証研究

法政大学 尾川信之

1.は じ め に 2.研 究 枠 組

 研究職 として企業に入社 した者が一人前の研究

者への到達に向けどのようにキャリアを積んでい

くのだろうか。一般に研究者 というと何か難 しい

ことを自ら考え，検証にむけ実践 していく姿を思

い浮かべる。 しか し，実際にはそのような姿はあ

る程度完成された研究者の姿であって，そこへ行

き着 くまでには他の職能従事者と同様に初心者の

姿があったはずである。研究者を扱 った先行研究

ではこの段階，つまり研究者の初期のキャリアス

テージを扱ったものは少なく，十分に明 らかにさ

れているとは言 い難 い。また，従来の研究者を

扱った研究では様々な業種の研究者を対象とした

調査結果を研究職 という一つの職能の枠で処理

し，議論されていることも少な くない。例えば，

エレク トロニクス分野とライフサイエンス分野の

研究者が同一の研究者という枠で扱われている。

さらに，研究所に関することは，ほとんどの場合

対外的に守秘的に扱われる。そのたあ企業内研究

者の調査 となるとア ンケー トに頼 らざるをえな

い。従って，研究者の意識調査が主体となり，そ

の背景については大きく推測の余地を残 したもの

にならざるをえない。そこで本研究では，新薬開

発を目的とした研究所の薬理部門に所属する研究

者を対象に，企業で研究に従事 した時点から初期

のキャリアステージの段階でどのようにキャリア

を形成 しているかを，研究所年報および月次報告

といった資料，研究者への聞き取 りを基に実証分

析を試みる1)。なお，本調査対象 と同じ目的の研究

所内での薬理部門以外の部門や他の業種の研究者

にわたって一般化できない部分 もあると思われる

が，アンケー ト主体の先行研究の補完，将来同様

な研究に際 しての比較において有用な資料となる

ことを期待するとともに，研究者の実像の理解に

貢献できれば幸いである。

 一人前の研究者到達前までの初期のキャリアス

テージにおいて研究者がキャリアを形成 していく

過程で携わる具体的研究職務(個 別課題の立案，

実験計画の作成，情報収集，実験技術の習得，実

験結果のまとめ)な らびに社外発表(学 会発表，

論文発表)に 焦点をあてる。これ ら職務で必要と

される技能形成に影響を与える要因を分析対象と

する。また，研究テーマは研究者自身の専門分野

を形成 していく上で重要と考え られることか ら，

研究テーマの配属についても分析対象とする。

 (1)研 究テーマへの配属

 日本企業を対象とした研究テーマへの配属に関

しては，次のような先行研究がある。

 研究者の研究テーマへの参加は，大きく 「第三

者の指示による参加」と「自分の希望による参加」

とに分 けられる。日本生産性本部(1989)の 調査

では，「自分で希望 しての参加」は調査対象者の約

17%で あるのに対 し，「第三者 により決定 され

た」とする者が約80%で あった。また，研究テー

マへの参加の仕方が研究者の職位によって異なる

ことが見 い出されてい る(日 本生産性本部，

1991)。 「直属の管理者」がテーマ配属を決定 して

いる点は職位に関係なく最 も多いものの，その比

率は一般職(57.4%)， 係長(57.7%)で 高 くなって

いる。一方，「自分で希望」は職位が上がるととも

に増加 してお り，課長での その比率 は一般職

(12.5%)の それと比べ約2倍(25.7%)と なってい

る。

 研究テーマへの配属プロセスの違いに加え，一

人の研究者の担当する研究テーマの数にも違いが

認あ られている。 日本生産性本部(1989)の 調査

によると，1テ ーマのみを担当している者 は30%

程度であ り，多 くの者が2～3テ ーマを並行 して

担当している。 また，15%の 技術者が4テ ーマ
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以 上 を担 当 して い る。 この よ うな傾 向 は専 門分 野

や研 究 開 発 分 野 に か か わ らず ， 共 通 して認 あ られ

る傾 向 で あ る と い う。 ま た， 担 当 テ ー マ数 は職 位

と関 係 が あ り， 上 位 職 位 に な る に従 い担 当 テ ー マ

数 は増 え て い る。 最 も多 い テ ー マ数 は， 一 般 職1

テ ーマ， 係 長2テ ー マ，課 長3テ ー マで あ る。平

均 して一 般 職 が2テ ー マ，課 長 が3テ ー マ を担 当

して い る と分 析 され て い る。

 (2)個 別課題の立案 と実験計画の作成

 先行研究では研究テーマの企画にっいて扱った

ものはあるものの，研究を進めていく中でいずれ

の研究者も必ず関わる研究テーマ内での個別課題

や実験計画について調査分析された報告はない。

確かに研究テーマの企画は研究者にとって重要な

職務の一っとして位置付けられているが，一般に

これは一人前の研究者に到達 した以降の者によっ

てなされる高度な職務の一っである。一方，個別

課題 は研究者という職能に属する者全員が有する

ものである。つまり， この個別課題 は初志的研究

者2)であろうと，一人前の研究者であろうと共通

して有 している ものである。初志的研究者の場

合，ほとん ど個別課題は他の者から与え られる

(田中，1988)。 このように研究活動における日々

の業務が研究者各自の有する個別課題の上になさ

れているにもかかわ らず，これまで研究がなされ

ていない。

 (3)情 報収集

 研究者の情報源にはどのようなものがあるのだ

ろうか。工藤(1991)は ，レーザーを研究テーマと

している研究者を対象に，業績の高い研究者はど

のような情報 と頻繁に接触しているかを分析 して

いる。それによると，情報入手手段 を人的情報

(所属機関内外の知人)，文字情報(図 書館や情報

センターで入手される文字，図形の情報)，混合情

報(人 的情報と文字情報が混在 したものとしての

学会，講演会)の3つ に分類 し，各々の情報源に

ついて利用頻度の高い研究者は高い研究業績(学

会発表，論文，特許)を 上げていると述べている。

サム ・スターン(1991)ら は研究開発者および研

究開発担当役員を対象に実施 したアンケー ト調査

の中で，創造性に関 して重要な情報源 として 「自

分のチームのメンバー」，「ユーザー情報」，「学術

関係 の文献 ・雑誌」，「自分のチーム以外の研究

者 ・技術者」，「国内の特許情報」が最も役に立っ

という結果を示 している。

 これら情報収集源の活用に研究者間で違 いがあ

るのだろうか。 もし違いがあるとしたらどのよう

な背景があるのだろうか。研究者 としての経験年

数，職位，研究活動における役割などによる接触

する情報源の種類，接触頻度の違いが次に示す報

告で示唆 されている。日本生産性本部(1989)の

調査によると，研究 ・開発部門の技術者における

業務上の交流 は社外より社内に対 して多 く，社内

でも同一研究所内他部門が最 も多くなっている。

同一研究所以外 との交流にっいては，社内他研究

所，研究開発管理部門との交流が次いで多 く，製

造部門，販売部門との交流は少なくなっている。

但 し，他部門との交流の密度は組織上の位置によ

り異なり，全般的に一般職から課長になるほど，

特に社内他研究所，販売部門，製造部門との交流

の密度が高 くなっている。社外 との交流で最 も多

いのが大学であり，技術者の4割 が大学 との交流

の機会をもっている。社外の組織 との交流は研究

開発上必要があれば職位に関係なく行われている

ようである。榊原(1995)の 企業内の技術者を対

象とした報告によると，日本企業における一人の

技術者の一年間あたりの学会参加頻度は，年少者

(33歳 未満)で1.54回 ，年長者(33歳 以上)で

2.06回 となっている。また，所属学会数 も年少者

1.31学 会に対 し，年長者1 .67学 会であった。 こ

れ らの結果より，学会との関係という面で年長者

の方が社外ネットワークを広 く持っていると結論

している。筆者はこの調査で重要な点に触れ られ

ていないことを指摘 したい。企業によっては学会

参加の回数に制限を公式的にせよ，非公式的にせ

よ設けているところがあると聴 く。榊原の対象 と

した技術者がこのような制限下に置かれていたか

は，触れ られていない。一般的に考えれば，制限

があった場合，その制限枠は年長者に広いことも

予想 される。 また，学会参加希望の諾否の権限を

実質的に誰が有 しているかによっても，学会参加

の頻度がコントロールされる可能性がある。年少
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者 ほ ど コ ン トロ ール され 易 い こ と も十分 考 え られ

る。

 (4)実 験技術の習得

 実験技術の習得 は研究者にとって個別課題 に対

する研究を進めていく上で必須である。 しかし，

研究者が現実にどのように実験技術を習得 しそれ

を研究遂行に反映させているかを示 されている調

査研究 はない。それにもかかわらず， 日米の研究

開発技術者を対象 とした調査において(日 本生産

性本部，1991)， 仕事を進める上で能力や知識の

向上を図 る必要性の最上位に 「技術変化が速いた

あ」が上げられている。また， 日本の研究開発部

門担当役員および研究開発技術者個人を対象 とし

た調査で は(日 本生産性本部，1985)， 企業 に

とって貢献の小さい技術者の発生原因の上位に

「技術変化 ・高度化」が上げられている。このよう

に実験技術の習得は研究者自身の能力開発の上で

重要な位置を占めていると同時に，研究者の能力

格差を生み出す原因ともなっている。それにもか

かわ らず，研究者が実際の状況の中でどのように

実験技術の習得を図っているかは調査分析されな

いままできている。

 (5)実 験結果のまとあ

 実験結果をまとめるという作業プロセスに着眼

した先行研究はな く，すでにまとめ上げられたも

のについての学会，論文などといった発表実績と

して取 り扱われた調査分析が存在するに留まって

いる。

 (6)社 外発表

 学会発表にっいての詳細な調査分析は見い出せ

なかったが，論文発表に関する年齢および職位 と

の関係を調べた調査分析が存在 した(日 本生産性

本部，1989)。 この調査では過去3年 の論文発表

数を調べており， その数の中には必ず しもFirst

Authorで はなく，共同研究者 として名前を連ね

ている者 も含まれている。調査対象者の内過去3

年間に論文発表を行 った者は45%で ，発表者の

平均は3.3報 である。論文発表数は年齢および職

位の上昇とともに増え，40歳 台では平均3報 と

なっている。 この説明として年齢的にプロジェク

トリーダー的立場 にあるため広い範囲の研究領域

をカバーでき，その結果メンバーとして論文に名

前 を連ね る機会が多 くなっていると分析 してい

る。一方，論文発表=論 文作成能力とみることは

できない。研究者にとっての論文発表能力は自ら

論理構成を考えて論文を書 き上げ，そ してRefer-

eeと のや りとりをこな してい くことにほかなら

ない。実験の一部に関与 し，名前を連ねる者をも

含あて論文発表能力の有無を結論することは，研

究者の真の能力を反映 しているとは言い難い。た

とえ過去3年 間に何報論文 に名前 を連 ねよ うと

も， 自らが上記の取 り組みをしたのが何報あるか

の方が研究者の能力を反映 していると言えよう。

3.研 究 方 法

 (1)調 査対象

 X社A研 究所の薬理部門を本研究の調査対象

部門とした。

 薬理部門の担 う具体的内容は次の通 りである。

①スクリーニング系の構築

  目的の生理活性物質を見い出すための簡略化

 された高感度試験系の構築。

②スクリーニングの実施

  サ ンプルをスクリーニング系に適用すること

 による新規生理活性物質の探索。

③薬効薬理実験

  スクリーニングによって見い出された生理活

 性物質の臨床適用領域を探るための各種動物実

 験の実施。

 薬理部門 における研究関係従事者 は67名 で

(他の研究機能部門の兼務者を含む)， この うち

11名 が管 理職 研 究者 で あ る。総務 庁 統計 局

(1996)「 平成7年 科学技術研究調査報告」の研究

関係従事者の分類に従 った研究者に該当する者 は

67名 中39名 である3)。この39名 の研究者の学歴

の内訳は，学卒者1名 ，修士課程修了者33名 ，博

士課程修了者5名 である。つまり，研究者 として

の採用 は修士課程修了者に重 きが置かれてい

る4)。なお，修士課程修了者のうち10名 が入社後

論文博士により 「博士」の学位を取得 している。
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課程博士 とあわせて15名 が 「博士」 の学位保有

者である(研 究者の38.5%)。

 薬理部門の中で調査対象者とした研究者は次の

通りである。本研究目的が研究所に配属となった

研究者が 「一人前の研究者」への到達 に向けての

過程を実証分析すること，また日本の研究者の一

人前 と して認め られ る時期が 日本生産性本部

(1991)の 調査で3.8年 ， 中原(1996)の 調査で30

歳代前半を中心としていることを踏まえ，対象者

を薬理部門での配属経過年数が8年 以内の修士

課程修了の研究者 とした。なお，薬理部門配属後

5年 未満で薬理部門以外へ異動となる研究者 もい

ることか ら，さらに薬理部門に5年 以上在籍 した

研究者，あるいは初任配属が薬理部門でかつ調査

時点まで連続 して在籍した5年 未満の研究者，と

いう条件を付け加えることとした。その結果，調

査対象者は20名 である。 また，個々の研究者の

時系列的な詳細分析を実施するために，調査対象

20名 の うち薬理部門A分 野に5～8年 間在籍 し

た4名 の研究者を詳細個別調査の対象 とした。

 (2)調 査方法

 調査資料 として毎年研究所で作成されるA研

究所年報 と研究者が毎月提出する月次報告を使用

した。なお，月次報告による調査 は詳細個別対象

として取 り上げた4名 についてのみ実施 した。さ

らに，資料分析を補足する目的で聞き取 り調査お

よび職場観察をも行った。本研究では調査対象研

究者へのアンケー ト調査は避けた。 これまでに

個々の研究者の研究過程を通 じての分析が行われ

た先行研究が乏 しい。そのたあ， このような情報

の乏 しい中，調査側の限定 した質問に対する回答

形式では，調査側の先入観を含む可能性のある質

問によって，回答をある方向に結果 として導いて

いしまう危険性があると判断 したたあである。

4.調 査 結 果

 (1)研 究テーマへの配属

 調査対象のうち聞き取 りを実施できた12名 に
ついて，配属後初あて従事 したテーマへの参加方

法と，直近に従事することになったテーマへの参

加方法にっいて調査 した。薬理部門に配属直後の

研究テーマへの参加については，全員が 「直接の

上司による指示」と答えている(表1)。 つまり，

自分での選択の余地のないことを示 している。直

近の研究テーマへの参加方法についてみると(表

1)， 初任テーマへの参加と異なり， 「自分で選択

した」 と回答する者がみられるようになった。但

し，「全 く制限なしで選択できた」とする者はおら

ず，「直属 の上司が管理するテーマの中から選択

した」 というのが実際であった。すなわち，全 く

自由な配属 テーマの選択は配属8年 目までは少

なくともなく，間接的であっても結局は直属の上

司が研究 テーマの参加に介在 していることにな

る。

 A研 究所薬理部門における研究者の担当テー
マ数の時系列的推移を表2に 示す。配属初年度に

すでに担当テーマ数 に1～4テ ーマと幅がみられ

た。全般的には初年度については1～2テ ーマを

担当す る者の比率 が高い。2年 目以降で は，3

テーマ以上の担当者の比率が初年度 に比べ増えて

いるが，時系列的には一定傾向は認められなかっ

た。 また，8年 目では3テ ーマ以上担当している

者はいなくなっていた。これ らの結果は日本生産

性本部(1989)の 調査結果と異 なっており，在籍

     表l A研 究所薬理部門における配属経過年数8年以下の研究者の研究デーマへの参加方法

             配属直後に担当したテーマへの参加      直近のテーマへの参加*               (対象研究者
総数12名)         (対象研究者総数8名)

_.、   一  .    上司の指示     自分で選択    上司の指示     自分で選択

_逡 当墜 轡(人)  12   ・   一4『 一 一 一4**『

1鑼灘 轗羈纛講 鬻齢 癌黷灘膿麟 纛
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表2 A研 究所薬理部門における配属経過年数8年 以下の研究者の従事テーマ数の推移

      (各経過年目における該当従事テーマ数の研究者数(人))

従事 テーマ数
配属後 か らの経過年数(年 目)

1 2 3 4 5 6 7 8

1
 8     2     4

(40.0)    (12.5)    (30.8)

 3     4     2

(33.3)    (44.4)    (33.3)

 1

(33.3)

2
 9     10     3

(45.0)    (62.5)    (23.1)

 4     4     1     2     2

(44.4)    (44.4)    (16.7)    (66.7)    (66.7)

3
 2     3     5

(10.0)    (18.8)    (38.5)

 1     1     2     1

(11.1)    (11.1)    (33.3)    (33.3)

4
 1     1

( 5.0)    ( 6.3)

 1     1

( 7.7)    (11.1)

 13     9

 1

(16.7)

該当研究者数 20 16 9 6 3 3

平均従事 テーマ数 1.8 2.2 2.2 2.0 1.7 2.3 2.3 1.7

()内 の数値 は各年 目にお ける割合(%)： 各年 目にお ける該当従事 テーマ数の研究者数/各 年 目の該 当研究 者数.

調査対象研究者数20名 について配属 か ら本調査前年 までの従事 テーマ数 を調査 し， すべての対象者 の結果 を配属

後の各年 目 ごとに整理 しま とめ た値 を示 す.各 対象者 の配属後 の経過年数 の違 いか ら，経年 的に対象例数 が減少

す ることにな る.

表3 A研 究所薬理部門における管理職研究者の

   担当テーマ数

職 位

主任研究者  主幹研究者

 (6名)    (3名)

担 当テーマ数 の幅

平均担 当テーマ数

2～

U

1 6

鸞

年数 とともに必ずしも担当テーマ数 は増えていな

い。

 次に管理職研究者について見てみる(表3)。 管

理職研究者の下位の職位である主任研究者の平均

担当テーマ数は1.7で あったのに対 し，主任研究

者より上位の職位である主幹研究者のそれは5.3

であった5)。つまり管理職研究者の場合，その中で

下位の職位である主任研究者では担当テーマ数は

明 らかに少なくなっている。そこで主任研究者 と

主幹研究者の具体的職務を調査 した結果，次のこ

とが明 らかとなった。対象の主任研究者6名 の内

5名 が1な い し2テ ーマのテーマ リーダーであ

り，1名 は最近入社 した中途採用者で， ある専門

領域のエキスパー トであった。主任研究者の全員

が実際に自らも実験を行 うとともに，大多数が

テーマリーダーとして担当する研究テーマ全体の

進捗をも管理する職務を担 っている。その結果研

究テーマへの注力度が高 くなることから，自ずと

担当テーマ数が少な くな らざるをえないと言え

る。一方，主幹研究者は特定分野ごとに配置され，

担当分野に属する研究テーマの薬理部門の役割を

管理する立場であった。具体的職務をみると自ら

実験をすることはなく，分野ごとで行われている

複数テーマ間の経営資源の配分の決定，ならびに

分野全体の研究戦略を考え実行に向けた指示とそ

の後の管理などを担っていた。すなわち，主幹研

究者の担当テーマ数が5.3と 主任研究者 と比べ多

くなっているが，テーマへの関与の仕方は主幹研

究者 と主任研究者とでは明らかに異なっていた。

 (2)個 別課題の立案 と実験計画の作成

 薬理部門の配属経過年数8年 以下(調 査時最長

9年 目を迎えている)の 研究者を対象に，前年度

に行 った実験の実験計画作成者および個別課題立

案者の内訳について調べた。

 配属後経過年数2年 以 内の研究者では個別課

題が先輩やテーマ リーダーによって与えられるの

に対 し，配属後経過年数3年 以上の研究者では自

ら個別課題の立案をも行 っていた。一方，実験計

画の作成については，配属後経過年数2年 以上の
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全研究者が自ら行 っていた。配属1年 目でも実験

計画が先輩から与えられたものに加え，自ら作成

したという例があった。従 って，一般 的に自ら実

施する実験の個別課題 は配属後3年 目か ら立案

し，実験計画は配属2年 目か ら作成 していること

になる。

 実験計画の作成を自ら行うようになった時，ま

ず真似てみるというのがほとんどであった。っま

り，与えられた個別課題に関する情報を収集 し，

それを基に考え，他の実験計画と照らし合わせな

がら作成 している。原案ができたところで先輩，

上司あるいはテーマ リーダーに見せ，助言を得て

再考するといったことが繰 り返されているとのこ

とであった。個別課題の立案の場合 も基本的には

実験計画の作成と同様であったが，異なるところ

は具体的立案に入る前に徹底的にテーマリーダー

を含むテーマのメンバーとディスカッションがな

されることである。そのディスカッションを経て

原案を作成 し，今度 は上司，テーマ リーダーの指

導を仰 ぐことになるとのことである。

 上司やテーマ リーダーによると，実験計画の作

成や個別課題の立案に関する能力を育成する上で

重要なのは，指導はもとよりこれらを多 く経験す

ることだと言 う。っまり，頻度が重要ということ

である。今回の調査では何回 ぐらい経験すれば完

成度の高い原案が作成できるかを明 らかにするま

でには至 らなかった。しかし，薬理部門配属5年

経過時では，完成度の高い個別課題の立案と実験

計画を提示できるレベルには達 しているとのこと

であった。

 (3)情 報収集

 研究者が日頃情報源 としているものには，論

文，研究所内の勉強会，学会 ・セミナー，研究所

内の第三者および社外の専門家があった。

 ①論文

 論文の調査には，何 らかの案件にっいて過去か

ら最新の情報に至 るまでを調べ上げるために集中

してなされる場合 と，定期的に最新情報をフォ

ローしていく場合の大 きく二通 りがある。 日頃行

われるのが，最新情報のフォローである。毎月の

専門雑誌 のチェ ックは配属1年 目か ら自 らが

行 っていた。チェックする雑誌数は配属後の経過

年数に比例 して増えてはいないようであった。そ

の他の方法 としてデータベースを活用 したキー

ワー ドを使った文献検索が，毎月ほとんどの研究

者によって行われていた。

 論文の入手については，基本的に全員が自ら調
べ入手 していた。 しか しその一方で，自らの入手

に加えて他の研究者からわたされる場合も配属早

期の研究者については比較的多いようである。わ

たされる論文の種類 は自分の研究に関連 している

ものが多く， 先輩から 「読んでおいた方が良い」

というコメントとともにわたされるケースが多い

という。配属早期の段階では，特に過去に経験が

ない分野を担当した場合など，どの雑誌をチェッ

クしておく必要があるか十分に解 らないことがあ

る。チェックをしておいた方がよい重要な雑誌に

っいては，あらか じめ先輩などに聞いたり，引用

文献などを見たりして知ってお くが，関連のすべ

てをカバーす ることは物理的に不可能であ る。

従 って，先輩による論文の紹介 はチェックしてお

くべき雑誌名をさらに知 る機会 となるとともに，

紹介 された論文を読むことにより，今後内容的に

どのような点に配慮 して調べる必要があるかを指

導されるという面 も含んでいると言える。

 ②研究所内の勉強会

 研究者の研究所内勉強会は，論文紹介 と教科書

的専門書の輪読に分けられる。いずれかの勉強会

に参加 している研究者 は，調査対象者 の83.3%

であった。

 研究所内の勉強会は，自分の担当する職務とそ

の周辺の基礎知識 および個人による普段の情報

収集活動での限界を超えた部分を補 う場 として位

置付けられる。勉強会に参加 している配属後経過

年数6年 以上の研究者は，それに参加 して学ぶと

いうより解説を加えるという立場としての参加で

あった。っまり，研究所配属早期の研究者に対す

る指導者的位置付 けでの参加と言える。年長者に

よる論文や専門書の解説を通 して重要なポイント

などの指摘を受 け， これら媒体からの有用な情報

を見逃すことなく取得することを学んでいると言

える。
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表4 A研 究所薬理部門における配属後経過年数8年 以下の研究者の学会 ・セミナー参加回数の推移

        (各数字は各経過年目における該当する参加回数の研究者数)

参加回数(回)
配属後からの経過年数(年 目)

1 2 3 4 5 6 7
一
Q
O

0

1

2

3

4

5

6

7

3

8

PO

1

9
臼
1

1

9
臼

尸0

」4

2

1

1

4

」4

9
臼

-

1

1
■
凸

1

9
臼

9
臼

1

9
臼

-

1

2

」4

1

1

9
臼

1

1

Q
U

1

2

2

1

1

平均参加回数(回) 1.7 2.7 2.7 2.8 2.9 2.7 3.5 1.7

該当研究者数(人) 20 16 13 9 9 7 4 3

調査対象研 究者20名 にっ いて配属か ら本調査前年 までの学会 ・セ ミナー参加回数を調査 し， すべての対 象者の結

果 を配属後 の各年 目ごとに整理 しま とめ た値 を示 す.各 対象者 の配属後 の経過年数 の違 いか ら，経年的 に対象例

数 が減少 する ことにな る.

 ③学会 ・セ ミナー

 A研 究所薬理部門の研究者の学会 ・セ ミナー

参加頻度をまとめたのが，表4で ある。調査対象

である配属後経過年数8年 目以内の各研究者に

ついて，配属後か ら毎年学会 ・セミナーに参加 し

た回数を個人 ごとに調査 し，各年度 ごとの集計と

して示 してある。そのため，時系列的に配属後の

期間に従い各年目における対象例数が減少するこ

とになる。まず参加回数を平均値でみると，配属

1年 目が1.7回 とやや少ないものの，2～7年 目で

2.7～3.5回/年 ，8年 目で1.7回 となっていた。す

なわち，平均値で見 る限り，1年 目ではやや少な

く，2年 目以降は増えるものの時系列的に一定の

傾向はないという結果 となっている。

 続いて各年 目における学会 ・セ ミナーの参加回

数を個別的に見 ることにする。配属1年 目ですで

に参加回数に0～5回 と開きが認あ られた。 この

ような開きは1年 目に限 らず，各年目にも認めら

れた。また，全 く参加 していない研究者 も，3年

目を除いて5年 目までは誰か しらが存在 した。一

方，各年目1～3回 のところに大きな分布がある

ものの，毎年若干名は4回 以上学会 ・セミナーに

参加 していた。なお，参加回数の多かった研究者

は常 に一部の者に集中 しているか調べたところ，

そのような事実は認め られなかった。

 通常，学会，セ ミナーへは同一研究所から複数

の研究者が参加することが多い。学会期間中，会

場あるいは食事の時に互いに聴いた演題にっいて

情報を交 し，今後の研究の方向や演題に対する意

見が話題 となるとのことである。経験の浅い研究

者にとっては，学会，セ ミナーそのものが教育の

場であるとともに，一緒に参加 した先輩から演題

を聴 くポイントや得た情報の自己の研究への生か

し方などを学ぶ機会ともなっているようである。

 ④研究所内の第三者

 薬理部門配属1年 目での周囲 との接触 の範囲

は，主に同一分野な らびに同一テーマの同僚 先

輩，上司，テーマ リーダーであった。配属2年 目

以降の研究者では，分野やテーマにかかわ らず有

用な情報や指導を求あて接触が積極的に行われて

いる。 この接触 は非管理職研究者が他部門，他分

野の管理職に及ぶこともあり，直属の上司の許可

なしで自由に行われているとのことであった。

 研究者はどのような状況に直面 した時， 自ら周

囲との接触を図 り情報を得ようとするのであろう

か。普段そのような状況になくとも何 らかの会話

は確かにされている。内容が仕事に関 してのこと

もあろうし，会社 の行事や私生活の こともあろ

う。ここで取 り上げるのは自らが積極的に何 らか

の情報を得ようとして行動する時の状況である。

 聞き取りを通 じて報告的側面が強いものと，明

らかに相談 にあたるものとがあ ることが分か っ
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た。得 られた結果を，報告と相談とに分類 し以下

に記す。

報告.にあたるもの

  1)週1回 テーマ担当者間での報告，打ち合わ

   せ

 2)実 験結果が出たらその都度上司に報告

 3)目 新 らしい内容の論文を読んだ時，その内

   容について報告

相談にあたるもの

 1)個 別課題の立案に際 しての相談

 2)実 験計画の作成に際しての相談

 3)新 しい実験に着手する際，あらかじあ知識

   や技術の面で参考 となる意見が得 られそう

   な者への相談

 4)実 験業務の分担にっいて上司と相談

 5)実 験が思 うようにいかない場合

 6)予 想外の実験結果が出た場合

 報告にあたる状況を見 ると， 自らも情報提供者

であり，それを基に第三者から意見を得 るという

形が形成されていた。また，週1回 という定例的

な報告の場では，同一テーマの研究者の間での互

いの情報の共有化を図るね らいで行われていた。

 相談にあたる状況は，さらに実験開始前と実験

開始後 とに分け られた。実験開始前の情報収集

は， これから実施する実験を成功へ導 くための確

率と効率を念頭に置いたものであった。一方，研

究を進めていく中で解 らない事項や予想 もしてい

なかった結果に直面するということは，よくある

ことである。文献等を調べることにより解決され

ることもあるが，新 しいことに取 り組むという研

究の性格上それでも解決が図れないことの方が多

い。 このような状況での相談 も存在 した。

 ⑤社外の専門家

 配属後1年 を経過 した研究者のいずれもが，面

談の経験をもっていなかった。 しかし，配属後2

年以上経過 している研究者の中からは，面談の経

験を有する者が認あられている。 しかも，配属後

5年 以上経過 している研究者では，全員が社外専

門家との面談を経験 していた。

 2年 目以降の者でも配属後5年 以下の研究者と

6年 以上の研究者 との間で， 面談の際の各自の位

置付けが異なるように思われる。5年 以下の研究

者(1氏 ，L氏 ，0氏)の 場合には，必ずテーマ

リーダーあるいは上司とともにの面談であった。

この3名 のイ ンタビューを通 して得 た彼 らの経

験 した面談時の状況を以下に記す。

 1氏 ，L一氏LQ氏 の経験 した湎 談の状況

 面談 の企画および先方への面談の申 し込みは

テーマリーダーもしくは上司が行い，彼 らより面

談に同席するよう言われている。面談時には主に

先方 と上司 ・テーマ リーダーが中心に意見を交

し，同席者である1氏 ，L氏 ，0氏 の各氏は普段自

分の担当している部分の実験結果の説明やその結

果に基づく自分の考えや疑問を述べるという。 こ

のように配属後の年数の浅い研究者にとって，社

外の専門家との接触はテーマリーダーや上司のや

りとりを見て，いずれは自らが主体的に面談がで

きるようになるたあの教育の機会ということがで

きる。

 (4)実 験技術の習得

 調査対象 とした4名(A氏 ，B氏 ， C氏 ， D氏)
の研究テーマと習得技術の関係を，それぞれ表

5～8に 示す。

 ①習得技術数

 4事 例に比較的共通 しているのは， 新たに担当

することになったテーマの1～2年 目で習得技術

数が増えていることである。また，薬理部門配属

直後に担当したテーマも新たなテーマの担当と捉

えられる。但 し，大学院時の専攻との関連が深い

テーマでは，必ず しも1年 目の習得技術は増えな

い(C氏)。 その後 は各テーマによって状況が異

なっている。テーマの進展により頻繁 に個別課題

が発生する場合では，新たに習得する技術数 は増

える傾向にある。但 し，比較的関連性のある新た

なテーマへの担当早期の段階では，新たな技術習

得はほとんど関連のない新たなテーマ担当と比べ

ると少な くなっている。

 ②習得方法

 「研究所内の他の研究者による指導」による習

得は，まさしくOJTで ある。この方法による技術

習得は，配属後の経過年数に関係することなく行

われている。まず薬理部門への配属1年 目では，

「研究所内の他の研究者 による指導」による習得
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表5 A氏 にお ける習得技術 とデーマタイプ ・技術タイプの関係

    (表中の数字 は技術 を番号 に置 き換 えた もの)

の

プ卸殉
技術の

タイプ

配属後の経過年数(年 目)

 入
1 2 3 4 5 6

習得方法別

新規技術数

R R

D A-1，A-4，

 A-5

4 3，4，6   3，4，B-14  3，12，13

    B-19，C-21  16， B-46

    D-44，D-45

A：3，B：3

C：1，D：2

B D R

D 4，5，D-6 3，4，6， B-13  4，15

B-11，B-12 D-15， B-16

3，6 12，15 B：4，D：2

C D R

D 4，A一?

A-8，15

3，7，8，  A：2，D：1

D-20

D R R

D B-2，A-3 3 2，4，B-18 A：1，B：2

E R R

D 12

F R R

D D-17，A-24 A：1，D：1

G R R

D 1，29

習得方法別
新規技術数

A：4，B：1  B：2， D：1 A：1，B：3  B：2， C：1

 D：2    D：2

A：2，B：1 D：1

数字 の前 のアル フ ァベ ッ トは習得 方法 を示す(A： 研究所 内の他 の研究 者 によ る指導 に よ り習得，B： 論文 やマ
ニ ュアルに記 載 され てい る技 術の再現 によ る習得，C：社 外の専門 家によ る指導 によ り習得， D：経験，情報 を基

に改良 ・改善や新 しい技術への応用を図 り習得).

技術 タイ プRは 主 に探索型実験 に使用 され る技術 を，技術 タイ プDは 主に開発型実験に用い られ る技術を示す.
テーマ タイプのRは 探索 段階のテ ーマを，Dは 開発段階のテーマを示 す.

がほとんどの場合に認められる。配属2年 目以降

に 「研究所内の他の研究者による指導」による習

得のみられる時期は，新たな研究テーマを担当す

ることになった初年度に集中する傾向にある。薬

理部門配属1年 目につ いても新たな研究テーマ

を担当するとみなす ことができることか ら，配属

後の経過年数に関係なく，新たなテーマの担当時

にはOJTに よる実験技術の習得が積極的に行わ

れると言えよう。

 「論文 に記載 されている技術の再現」による習

得 もOJTで はあるが， これはinstructorな しの

OJTで ある。「論文に記載されている技術の再現」

による習得 も薬理部門配属1年 目よりみられ，個

別事例での3氏 が配属1～2年 目で この方法 によ

る技術習得を行 っている。但 し，「研究所内の他の

研究者による指導」よりも 「論文に記載 されてい

る技術の再現」の相対的習得数は，薬理部門配属

早期の段階では少ない傾向にある。薬理部門配属

早期の頃はまずinstructor付 のOJTで 与え られ

た実験計画を遂行するに足る技術数を習得 し，そ

の後不足を補 う部分として 「論文に記載されてい

る技術の再現」による習得が図 られると考えられ

る。また，新たな研究テーマの担当初年度で も一

部 「論文に記載されている技術の再現」による技

術習得がみ られ，同一テーマの担当2年 目以降で

は 「研究所内の他の研究者による指導」による習
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表6 B氏 にお ける習得技術 とテーマタイプ ・技術タイプの関係

    (表中の数字 は技 術を番号 に置 き換えた もの)

一  テーマの 技術の
ア ー マ

   タイプ タイプ  1

配属後の経過年数(年 目)

2 3 4 5 6 7

習得方法別
合計技術数

A R R 2 4 1

D A-25 C-13，21  3，13，21

B-26   26，B-46

A；1，B；2

 C；1

B D R B-4 4 A-1 1 A；1，B；1

D 25，38   23，24   22，23

    25，38   24

3

C D R

D 3   A-9，A-10 A；3， D；1

  A-19，D-20

D R R B-2，4，B-5 B；2

D A-38  A-2，38 38 2，22，23 A；2

E R R

D 38   A-3，C-22

    C-23

A；1，C；2

H R R  A-3，A-19 A；2

D A-42

A-43
A；2

F R R 2

D C-21，22

23，C-24

C；2

新規習得技術数の合計  A；5   A；2  A；1'B；l B；2'C；2 A；1'B；1  B；l  A；3'D；1
                    C；2         C；1

数字 の前 の アル ファベ ッ トは習得方法 を示 す(A： 研究 所 内の他 の研 究者 に よる指 導 によ り習得，B： 論 文や マ
ニュアルに記載 されて いる技術 の再 現 による習 得

，C： 社外 の専 門家 によ る指導 によ り習得， D：経験 ，情報 を基
に改良 ・改善や新 しい技術へ の応用 を図 り習得) .

技術 タイプRは 主 に探索型実験 に使用 され る技術 を，技術 タイプDは 主 に開発型実験 に用 い られ る技術 を示す
.テーマ タイプのRは 探索段階の テーマを

，Dは 開発段階の テーマを示す.

得が少なくなり，「論文に記載されている技術の

再現」による習得が相対的に増える場合 もあっ

た。「論文に記載 されている技術の再現」による習

得 も単に薬理部門配属後の経過年数というより，

同一テーマの従事期間と関係があるとことが示唆

される。

 「社外の専門家による指導」による習得は，技術

習得をする場が社外の実験室であるという違 いは

あるが，基本的にはinstructor付OJTと して捉

えられる。 この方法による習得は，必要な技術を

有 している研究者が社内にはおらず， さらに論文

を調べ記載されている方法の習得を試みて もうま

く構築で きない場合にとられ る手段 の一っであ

る。「社外の専門家による指導」による習得状況を

研究テーマとの関係か ら4名 の個別事例を通 し

てみると，薬理部門配属1年 目ではみられなかっ

たが， その後に新たに担当したテーマで担当の1

年目か らこの方法による技術習得が認められる場

合がある。従 って，「社外の専門家による指導」に

よる技術習得 は，薬理部門配属後の経過年数をも

考慮 されていると思われる。その背景には薬理部

門配属早期の研究者ではまず社内でのinstructor
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表7 C氏 にお ける習得技術 とテーマ タイプ ・技術 タイプの関係

    (表中の数字 は技術を番号 に置 き換えた もの)

一  テーマの 技術 の
ア ー マ    タイ フ。 タイ プ

配属後の経過年数(年 目)

1 2 3 4 5 6 7

習得方法別

合計技術数

A R R(1)，B-6 1，6 1 1 1 1 B：1

D B-27，B-30 32， B-36

B-31，A-32

 A-34

36 27，B-33  28，36  B-37，46  A：2， B：7

36，B-47   C-46            C：1

B D R 1，6，B-7 1 1，3 1 B：1

D 27，B-28  27，28 B：1

C D R 1

D 27 27，30

31，33

1 R R 1 1 1

D

J R R 7，A-8， A-9 A：8， B：3

A-10，B-11

A-12，B-13

A-14，A-15

A-16，B-17

 A-18

D

新規習得技術数の合計 B：1 A：2，B：3  B：3 B：2 C：1 A：8，B：4

(1)は大学院時 に習得技術

数 字 の前 の アル フ ァベ ッ トは習得方 法 を示 す(A： 研 究所 内の他 の研究者 によ る指導 に よ り習 得，B： 論文 やマ
ニ ュアルに記載 されて いる技 術の再現 によ る習得，C：社 外の専門家 によ る指導 によ り習得， D：経験，情報 を基

に改良 ・改善 や新 しい技術 への応用を図 り習得).

技術 タイ プRは 主 に探索型実験 に使 用 され る技術 を，技 術 タイ プDは 主 に開発型 実験 に用い られ る技術を示す.

テーマ タイプのRは 探索段 階のテーマを，Dは 開発 段階のテーマを示 す.

表8 D氏 における習得技術 とテーマタイプ ・技術タイプの関係

    (表中の数字 は技術 を番号 に置 き換 えた もの)

一   テーマの 技術 の
アーマ    タイプ  タイプ

配属後の経過年数(年 目)

1 2 3 4 5

習得方法別
合計技術数

A R R

D A-27，A-29

A-30，A-36

C-39，C-40  39，40， B-41   39，41 40，41 A：4，B：1，

 C：2

B D R

D A-35，40 35 35 35 A：1

新規習得技術数の合計 A：4 A：1，C：2 B：1

数 字 の前の アル フ ァベ ッ トは習得方 法 を示 す(A： 研究所 内の他 の研究者 による指導 に よ り習 得，B：論 文 やマ
ニ ュアルに記載 されて いる技 術の再現 によ る習得，C：社 外の専門家 によ る指導 によ り習得， D：経験，情報 を基

に改良 ・改善 や新 しい技 術への応用を図 り習得).

技術 タイプRは 主 に探索型 実験 に使用 され る技術 を， 技術 タイプDは 主 に開発型 実験 に用い られ る技術 を示す.
テーマ タイプのRは 探索段 階のテーマを，Dは 開発段 階のテーマを示 す.
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付OJTに よる技術習得が優先されるとみること

ができる。

 「経験，情報を基に改良 ・改善や新 しい技術へ

の応用を図り習得」は，instructorな しのOJTと

して捉えられる。 この方法による習得は，先に述

べた3通 りの習得が不可能である場合に実施 さ

れることになる。また，難度も既存技術の一部改

善 ・改良から既存技術を相当発展 させたものまで

と幅が広い。調査対象の研究者では，既存技術の

一部改善 ・改良が主であった。そのためか早い研

究者で薬理部門配属の2年 目か ら，この方法によ

る技術習得がみられている。研究テーマとの関係

でみると，「経験，情報を基に改良 ・改善や新 しい

技術への応用を図り習得」は，薬理部門配属2年

目以降で新たに担当することになった同一分野内

の関連 のあるテーマの1年 目か ら認 あられてい

る。つまり，この方法 による技術の習得 は同一

テーマへの従事期間との関係ではな く，薬理部門

配属1年 目で社内のinstructor付OJTを 経て，

2年 目以降必要に応 じて行われてい ることにな

る。

 ③習得済み技術の活用

 薬理部門配属2年 目以降に新たな研究 テーマ

を担当する場合，その1年 目に新たな習得 した技

術と伴に習得済み技術 も使われているのがほとん

どである。っまり，薬理部門配属2年 目以降に新

たなテーマを担当する際，まず習得済み技術の使

える実験を担当 し，その後そのテーマの中で新た

な技術習得が図られているとみることができる。

但 し，習得済みの技術 は同一テーマでもその後必

要に応 じて使用 されている場合もある。 このこと

は，関連のあるテーマを新たに担当し，すでに習

得 した本人にとっては容易にできる技術からはじ

め，その後instructor付OJTやinstructorな し

のOJTを 通 して新 しい技術 を習得 し，徐々に難

度の高い個別課題に取 り組んでいくと捉えること

がで きる。このことはまさ しく小池(1991)が 主

張する 「やさしい仕事か らはじあ， しだいにやや

難 しい， しかも関連の深い仕事 に移っていくこと

が技能形成に極めて重要である」 ということに他

ならない。

 習得済み技術であっても，その後全 く使用 され

ていないものもある。習得技術には汎用性の高い

ものと，テーマ特殊性の高いものとがあるものと

思われる。汎用性の高い技術の習得は，新たに他

のテーマを担当する機会を増やす要因とも受け取

れよう。

 (5>実 験結果のまとめ

 薬理部門の配属経過年数8年 以下の研究者を

対象に，前年度に行 った実験結果のまとめの範囲

を聞き取 りによって調べた。

 少な くとも配属2年 目以降では全研究者が報

告書の形態 として実験結果をまとめる作業を開始

していることが明 らかとなった。

 実験結果をまとめると担当の上司あるいはテー

マリーダーに提出しチェックを受け，その後完成

するまで彼 らとのやりとりが行われていた。通常

1回 のやりとりですむ ことはないようであった。

つまり，修正，再考後再 び提出 しチェックをうけ

るという作業が繰 り返 されている。配属後経過年

数5年 以下の研究者では以上のような経過をた

どり報告書を完成 させているとのことであった。

但 し，配属後経過年数5年 の1氏 の提出するもの

の完成度は高いと上司は評価 していた。一方，配

属後経過年数6年 以上の3名 の内，H氏 とB氏

は非管理職研究者だがテーマリーダーを務あてお

り，む しろチェックする側となっていた。また，

配属後経過年数8年 目のC氏 はテーマ リーダー

ではないが，C氏 の提出する報告書のチェックの

主な点は誤字，脱字程度であり，本文その ものは

完成度の高いものが提出されていると上司は評価

していた。

 実験結果を報告書の形態にまでまとめ， しかも

完成度の高いものを作成できるようになるために

は，経験頻度が重要 であると上司，テーマ リー

ダーらは述べていた。今回の調査では具体的経験

回数については明 らかにできなかった。

 (6)社 外発表

 ①学会発表

 調査対象とした4名(A氏 ，B氏 ， C氏 ， D氏)

の研究テーマ別の学会発表の時系列的実績を表9

に示す。なお， ここで示 した発表 は彼 らが自ら
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表9 A氏 ，B氏 ， C氏 ， D氏 における研究 テーマ， テーマの タイプお よび学会発表 との間の関係

対象研究員  従事テーマ

 A

(配属 期間

 6年)

 B

(配属期間

 8年)

 C

(配属期間

 8年)

テ ーマ の

タ イ プ

配属後経過年数(従 事した年に○)

A

B

c

D

E

F

G

A

B

C

D

E

H

F

A

B

C

1

 D

(配属期 間

 5年)

J

一
A

B

R

D

D

R

R

R

R

R

D

D

R

R

R

R

R

D

D

R

R

R

D

「] 2 1 3
一 「

4

0 0 O 0

0 O 0

0 0 0

0

0

0

00

0 0

0 0 0 0

0 0

0

一一.一 一

〇

0
一 一

0 0 0

0 0

O 0 0 0

0 0 0 O

0 0 0

学会発表

8 回数

0

4

1

0

0

0

0

〇

一
〇

0

0

5

0

0

0

0

0

1

6

2

1

0

0

1

○で囲 まれ た数字 は発表回数を示す.

●で囲 まれ た数字 は発表時 にテーマ に従事 して いなか ったことを示す.

テ ーマ タイプのRは 探索段階の テーマを，Dは 開発段階の テーマを示す.

行ったもののみ取り上げる。

 調査対象4名 の全員が配属期間中に学会発表

を経験 していた。A氏5回 ，B氏5回 ，C氏10回

およびD氏1回 の発表であった。学会発表の内

容のほとんどは開発テーマ(Dタ イプ)で の研究

成果であり，探索テーマ(Rタ イプ)で の発表は

C氏 の2回 に留まっていた。つまり，学会発表の

経験は圧倒的に開発テーマでの研究成果で，総 じ

て開発テーマの従事期間に比例 して発表回数が増

えていた。一方，探索テーマで学会発表を行 って

いるC氏 の場合をみると，探索テーマの従事期間

が長 くても発表回数 は少なく，Aテ ーマおよび1

テーマで各1回 となっていた。

 調査時点で薬理部門に在籍 していたB氏 およ

びC氏 に，自己の学会発表に関する職務遂行能力

について尋ねた。その結果，配属9年 目に入って

いる両氏 とも自分で学会発表に必要な発表内容の

組み立て，質問予想 とそれに対する回答の用意，

プレゼンテーション方法まで実施できると評価 し

ていた。上司の評価 も直近に実施された発表時で

は，学会発表の希望申し出時に内容を聴 き，その

後発表直前の模擬練習に立ち合 う程度であったと

いうことであった。 しかし，薬理部門配属後両氏

が学会発表を行 う早期の頃は，発表図表のチェッ
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表10 A氏 ，B氏 ， C氏 ，

対象研究者

 A

(配属期間

 6年)

 B

(配属期間

 8年)

 c

(配属期間

 8年)

数年過経後属配

4

○

①

○

○

○

○

○

○

○

○

①

○

一㎜

○

○

3

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〇一

○

2
 
0

○

○

 

5

○

○

○

①

○

○

1

○

○

○

○

○

○

○

孵蜘
RA

DB

DC

RD

RE

RF

RG

RA

DB

DC

RD

RE

RH

RF
一

RA

DB

DC

RI

RJ

RA

DB

D氏 における研 究テーマ， テーマのタイプお よび論文発表 回数 との間の関係

          配属後経過年数1従事Lた与1こ○)     論文発表

  D

(配属期間

 5年)

○ で囲 まれた数字 は発表 回数 を示 す.

● で囲 まれた数字 は発表時 にテーマに従事 していなか ったことを示す.

テーマタイプのRは 探索段階 のテーマを，Dは 開発段階の テーマを示す.

ク，約1週 間前からの質疑応答を含めた，先輩，

上司やテーマリーダーの参加による模擬練習を頻

繁に行ったとのことであった。上司の評価では，

学会発表を3～4回 程度経験 した頃からは，特に

それまでのような細かい指導を行った記憶はない

とのことであった。っまり，学会発表の5回 目ぐ

らいからは，学会発表に関する一連の職務遂行能

力はほぼ育成 されていると思われる。

 ②論文発表

 調査対象 とした4名(A氏 ，B氏 ， C氏 ， D氏)

の研究テーマ別の論文発表の時系列的実績を表

10に 示す。なお，ここで示 した発表は彼が 自ら

i7L串
回数

一 一 曽

0

5

0

0

0

0

0

0

0 O I  4

0 O    o

0

0

0

0

0 1

0 4

0 0

1

0 O   o
 薗

0

1

行ったもののみを取 り上げる。

 調査対象4名 の全員が配属期間中に論文発表

を経験 している。A氏5回 ， B氏4回 ， C氏6回

およびD氏1回 の発表であった。 これ らの うち

論文発表のほとんどが開発テーマでの研究成果で

あり，探索テーマでの発表はC氏 のAテ ーマお

よび1テ ーマでの各々1回 に留まっていた。つま

り，論文発表においても圧倒的に開発テーマでの

研究成果によるものであり，同一開発テーマの従

事期間に比例 し，そのテーマでの論文発表回数は

増えていた。一一方，探索テーマでは従事期間に比

例 して論文発表回数が増える傾向 は認め られな
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かった。

 調査時点で薬理部門に在籍 していたB氏 およ

びC氏 に自己の論文発表に関する職務遂行能力

について尋ねた。その結果，配属9年 目に入って

い る両氏 とも投稿論文の作成 およびEditorと

Referee対 応は可能か もしれないが， いずれも上

司(上 司がテーマ リーダーを している研究テーマ

もある)の チェックと校正を仰いでいると答えて

いる。つ まり，担当部署の管理職研究者が必ず

チェックするのが慣習となっている。

 薬理部門配属後の論文発表を行う早期の頃は，

まず書 き方の上で参考になりそうな論文を真似て

自分で作成 してみるとのことであった。そして，

作成 された原稿を上司(上 司がテーマ リーダーを

している研究テーマもある)が 内容チェックと校

正を行い，原稿に書 き込みをして返却するとのこ

とであった。研究者 との間で再三にわたりやりと

りが行われたとのことである。最終的に投稿論文

としてできあがったものが，最初に研究者が提出

した原稿の原形を留あないことも珍 しいことでは

なかったとのことである。また，Editor， Referee

との対応にっいても最初に研究者が回答原案を作

成 し，上司との間で投稿論文 と同様のやりとりを

経ていたという。2回 以下 しか論文発表を行 って

いないB氏 とD氏 を除いて，A氏 およびC氏 で

は5報 目ぐらいか ら上司とのや りとりの回数が

減 り，その後投稿回数に比例 して論文発表に関す

る能力が高まっていったのではないかと上司はみ

ている。

5.ま と め

 本調査結果を基に，研究者の初期のキャリアス

テージにおける専門分野の形成，研究業務遂行お

よび社外発表に焦点をあて分析する。その上で初

期のキャリアステージにある研究者の標準的キャ

リアのパターン化を試みる。

 (1)専 門分野の形成

 薬理部門配属の研究者 は，配属当初 より計画的

な専門分野形成のための環境に置かれる。 これは

配属当初に担当 した分野にその後変更のないこ

と，および同一分野内で互 いに関連のある研究

テーマの担当の追加，変更によって実現されてい

る。同一分野内の研究テーマ間では，薬理学，生

理学，解剖学，病態生理学 といった専門知識や実

験技術 自体の関連性が強 く，研究業務内容の連続

性を考慮 した思考的熟練 と技術的熟練の形成が推

察される。また，同一分野内での担当テーマの追

加や変更には，研究者 自身の習得 した実験技術が

重要な役割を果たすことが見い出された。新たに

担当 したテーマでは過去に習得 した実験技術が随

所で使われており，特に担当初期にはその傾向が

強くなっている。つまり，習得 した実験技術の汎

用性が研究者の新たなテーマの担当の機会に影響

を与えているものと考えられる。

 (2)研 究業務の遂行

 研究業務の職務 フローは個別課題の立案→実験

計画の作成→実験の実施(実 験技術の習得を含

む)→実験結果のまとあ，となる。また，情報収集

はこの職務 フローの各段階で実施されている。 し

かし，研究者の初期のキャリアステージでは職務

フローの順序に従 って業務はなされていない。薬

理部門配属早期の段階では，まず課題や実験計画

が与えられ，OJTに よる実験技術の習得と実験の

実施から入ることになる。次の段階 として2年 目

まで に実験計画の作成 と実験結果 のまとめを

OJTを 通 して経験する6)。すなわち，配属早期に

はアシスタントとして実験をしてデータを出すこ

とに専念することになる。そして得 られた実験結

果のまとあを行い，その作業の中で報告書の考察

をも考えることになる。その一方で，課題が与え

られ実験計画の作成をも経験 していく。報告書の

作成は一っの課題に対する最終作業と同時に，新

たな課題の創出の機会としても捉え られる。つま

り，種々の情報と実験結果を基に考察を考えてい

く過程で次にすべき課題が生 まれることがあり，

課題の立案 に結 びっいてい くことになる。3年 目

頃から認められる自らなされる個別課題の立案の

背景には， こうした状況が反映されていると推察

される。

 以上より，研究者の技能形成 は研究業務の職務

フローの順序に従 っておらず，薬理部門配属早期
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表11標 準的な初期の キャ リア ・ステー ジ

キ ャ リ ア ・ス テ ー ジ

テ7= ・ ン 準 一一 人 前

配属後の期間

専門性

職務範囲
職務遂行能力
位置付け

1～2年

専門領域形成期

研究過程の一部職務の担当

職務経験

アシスタン ト

3年 目以降

専門領域確立期/専門分野形成期

研究過程のすべての職務を担当
職務遂行能力の形成
アシスタント

領域 ：疾患 を示 す((例)高 血 圧).分 野 ：関連のあ る疾 患の集合((例)循 環 器) .

形成 ：知識 と技術 の蓄積.確 立 ：専 門家集団 と互 角に渡 り合 え るだけの知識 と技術 への到達.

に技術的要素の強い職務に従事 し，その熟練を高

めていくと同時に徐々に思考的要素の強い職務を

経験 しいくことが示唆される。配属3年 目までに

職務フローの各職務を一通 り経験 し，その後研究

職務の一連のサイクルを周囲の指導の下で何度か

経験する中で，各職務の技能の熟練がなされてい

くと考えられる。また，各職務遂行能力の熟練 は

同一 レベルのものをこなすのではなく，易 しいも

のから徐々に難 しいものへと進むことが重要であ

り， この点は個別課題の難度によって実現されて

いくものと推察される。また，初期のキャリアス

テージでは追加や変更により新たに担当すること

になったテーマで も，技能形成は同様になされる

と考え られる。 しか し，テーマ間の関連性の強い

場合には，技術的熟練や思考的熟練の連属性が保

たれることから，習得期間の短縮やOJTの 比率

の減少があるものと推察される。同一分野内に限

定 したテーマ間異動 はこのような有理性も考慮 さ

れてのこととも受け取れよう。

 (3)社 外発表

 社外発表に関する職務の機会は，開発テーマの

担当とそれへの長期担当によって飛躍的に提供さ

れる可能性を増すことになる。薬理部門配属8年

目までをみると，研究 テーマの配属の決定者は基

本的に上司(分 野を統括する管理職研究者)で あ

る。それゆえ，上司が意図的に開発テーマを担当

するように配慮 しない限 り，社外発表の機会のみ

ならず， これ らに必要な技能 も形成されないこと

になる。しかし，実際には4名 の事例を見る限 り

開発 テーマをも担当で きるように配慮 されてお

り，その面では学会発表および論文発表の機会は

提供されていると言える。また，社外発表に関す

る技能形成においても，OJTが 中心である。

 (4)標 準的キャリアパターン

 本調査結果を基に，初期のキャリアステージの

標準的なキャリアパ ターンをまとめると表11の

ようになる。初期のキャリア・ステージは，「テク

ニシャン」，「準一人前」へと進む。

 「テクニシャン」の時期は部門配属2年 目まで

の段階で，研究テーマを通 して特定疾患に関する

専門領域の形成が図 られる。職務の範囲は研究過

程の一部，すなわち実験技術の習得 とそれを使用

した実験の実施を主に担い，個別課題の立案以外

の職務 も経験するが，主体的に担 うまでには到達

していない。他の研究者の指導による習得が主で

ある。位置付けは研究過程の部分的な職務を担う

アシスタン トと捉えられる。

 「準一人前」の時期 は部門配属3年 目からの段

階で，専門領域が確立 される時期で，さらに領域

の集合 となる特定分野 の専門性 の形成期を迎え

る。職務範囲は研究過程のすべての職務を担 うよ

うになり，併せて個々の職務遂行能力の獲得が図

られる。個別課題の立案か ら始まる一連の職務を

担当するが，職務によって他の研究者による指導

を比較的多 く必要とするものもある。それゆえ，

この段階でもアシスタントとしての位置付けには

変わりはないη。

 本研究ではいわゆる 「一人前の研究者」 と呼ば

れる研究者に関 しては，具体的に明らかにしてい

ない。本調査対象者の中にも第三者が 「一人前の

研究者」と認 ある者 も含まれているか も知れな

い8》。「一人前の研究者」にっいての本研究と同様
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な研究は今後の課題 としたい。
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